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特 集 企業における性別役割分担意識解消の取組み

有志社員がリードする活動からジェンダーバイアスへの
気づきを促すことでDEI推進の確かな一歩に

【企業事例】 ファイザー株式会社 東京都

2022年ファイザー株式会社入社。
社員のコミュニケーションやエンゲージメントの強化の一環でDEI活動に携わる。

ファイザー株式会社
政策・広報・コミュニティ連携部門  広報担当部長八雲 弥生 氏

バー8人が、グローバル本社で先行していた活動を日本でもス
タートさせようと、2023年にMen as Allies（MAA）という活動を
立ち上げました。この取組みはジェンダーエクイティ推進のため
には男性側の理解促進も不可欠ではないか、との思いから始ま
りました。まずは社内イントラで告知をして賛同者や興味のある
人を募ったところ、約30名が集まり、ラウンドテーブルのような形
で男性側の視点をざっくばらんに話す機会を設けました。
男性同士での共通認識や困りごと、さらには男性もマイノリ
ティになり得るといった、これまで言えなかったような本音もいろ
いろ出て、女性側にとっての気づきにもなりましたね。そのような
場ができたことが口コミでも広がり、内輪で話し合っているだけ
ではもったいない、と外部講師による講演やワークショップなど
の活動に発展していきました。
なかでも各地の拠点を回り、男性の多い営業部門などで生理
痛の疑似体験研修を行ったことはMAAの活動を広めたきっか
けになったと思います。各拠点で働く社員は本社社員に比べる
と様々な情報やイベント参加への機会が少なく、日々の業務に
追われてしまうところがあると思います。実際に体験してもらうこ
とで、「こういった話をしてもいいんだ」という空気感に変わった
と感じました。

―営業社員からの反響も大きかったのですね。

生理痛疑似体験の参加者の口コミを見た社員から「参
加できなかったからまたやってほしい」とか、「北海道にも来てく
ださい」という要望が多数寄せられました。
また、当社ではDEIに特化したサーベイを毎年1回実施し、社
員の認知度と理解度を測定しています。2025年11月のサーベイ
では、女性活躍推進について80%近くまで上昇し、ここ数年で少
しずつ意識の変化を実感できるようになりました。やはり自律的
なCGRの活動と、その活動を機に実務においても活躍する人材
が増え、実績として現れるようになってきているからではないで
しょうか。
各拠点で開催するイベントでは、運営サポートを担う現地メン
バーも増えてきました。また、オンラインでの参加だけでなく、本
社イベントにも積極的に参加してもらえるよう、CRGの運営に携
わる有志社員の交通費はDEIの予算から出すようにしましたの
で、営業社員の参加率も上がりました。

―『このモヤに名前がつくまで。』というショートドラマ仕立ての動
画も制作・公開されていますね。製薬会社である御社が動画を
制作することになった背景についてお聞かせください。

職場で起こりがちなシーンを題材に、個人や組織の中
に存在するアンコンシャス・バイアスへの気づきを促す目的で作
成しました。「実はこういうことあるよね」という、あるある話の雑
談の中から生まれた企画です。当初は「製薬とは関係ないよね」
とか、「当社が作る意味はあるのか？」といった声もありました
が、やはり男性も女性も無意識のジェンダーバイアスへの気づき
を促すことが、DEI推進の根本的な足掛かりになるのではないか
と考えました。製薬会社としては毛色が違うかもしれないのです
が、どこかがパイオニアにならなければならないという意識のも
と、思い切って制作に踏み切りました。インスタグラムにも動画を
載せていますが、多くの反響がありました。社内外の広報仲間か
らも好評で、嬉しく思っています。
ほかにも、ヘルスケア業界として健康課題に力を入れていま
す。今後は、男女それぞれの更年期障害など、職場内で触れにく
い健康課題も取り上げながら、ジェンダー間の対話を促して心と
体の変化などへの相互理解を深める等、ジェンダーエクイティ推
進と絡めた仕掛けができたらと検討を進めているところです。

―御社ではダイバーシティ推進について多岐にわたる取組みを
されていらっしゃいますね。

当社はグローバルカンパニーとして、DEI（Diversity, 
Equity, & Inclusion）を推進しています。特にエクイティ(Equity、
公平)は社員が体現するべき行動指針となるValuesの一つとして
掲げており、DEIの中でも重要な要素であると捉え、各国の事情
に沿った推進に取り組んでいます。日本ではインクルーシブな職
場環境の構築として「多様性の推進」、「帰属意識の醸成」に加
え、健康の増進やより公平な社会への寄与などについて重点的
に進めています。当社が目指すのは、ダイバーシティの違いを活
かし合いながらインクルージョンしている状態です。その実現を
念頭に置いて活動を進めています。
DEIは、ともすると「ナイストゥハブ（あるとよいもの）」という印

象を持たれがちです。しかし、DEIは経営にとって必要不可欠な
要素であることを明確に打ち出し、社員の理解促進に向けた啓
発活動につなげるとともに、ビジネス戦略への効果を積極的に
発信することで、ガバナンスモデルを組織に根づかせることを目
指しています。日本においても、WOMEN AWARD 2025 
（Forbes JAPAN）にて企業特別賞を受賞、またPRIDE指標
（work with Pride）においてレインボー認定を受けました。

―御社では有志社員がリードしてDEIを推進されているとのこ
とですが。

当社にはDEIを推進する専任組織はなく、手を挙げた
有志社員が企画の提案からイベント運営などのすべてを本業の

傍らで行っているのが特徴です。女性活躍推進のほか、障がい
者、LGBTQ+、ジェネレーション、ウェルビーイングの5つのワー
キンググループがあり、「CRG（Colleague Resource Group）」の
総称で活動を行っています。現在、全体で100名を超えるメン
バーが在籍しています。希望する社員は上司の承認を得た上で、
業務時間の20％まで活動が認められています。
それぞれのワーキンググループには必ず役員1名がスポンサー

として就きますが、役員も自ら手を挙げて参画の意思を伝えま
す。スポンサーの任期は最長4年で、ちょうど今期もスポンサー
役員の交代があり、新体制で活動を開始しているところです。

―有志の活動が組織でうまく機能しているのですね。

これは当社の強みでもあるのではないでしょうか。役員
もDEIを推進するのが当たり前という意識で、スポンサーとして
活動を牽引してくれていると感じています。活動に参加する社員
も、自分の業務領域以外の社員とのネットワークを広げて、自身
のスキルを上げていこうというモチベーションの高い人たちが多
いと感じています。
もう一つ、人材開発の観点から、高い意識を持つスキルを持っ

た人材を見出すことができるタレントプールになっている面もあ
ると考えています。実際に、人事が行っている未来の経営幹部育
成のためのインキュベーター研修プログラムともコラボレーショ
ンしていて、プロジェクトへのアサイメント等にもつながっていま
す。

―11月19日の「国際男性デー」には、男性社員の発案で社内イベン
トを行ったそうですね。

当時、CRGの女性活躍推進グループにいた男性メン
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社員一人ひとりとの対話を大切に、
新たな価値創造と多様な強みを活かせる組織へ

【企業事例】 株式会社フジワラテクノアート 岡山県

2001年慶應義塾大学経済学部卒業。味の素に就職後、05年フジワラテクノアートに入社。07年
MBA取得、15年に副社長に就任。21年代表取締役副社長に就任。25年「選ばれる地方企業」へ
進化させたことを評価され、日経ウーマン「ウーマン・オブ・ザ・イヤー2026」受賞。フィガロジャ
ポン「Business with Attitude（BWA）Award」も受賞。「楽しみながら舵を取る女性たち」をテー
マに選出された。

株式会社フジワラテクノアート
代表取締役副社長藤原 加奈 氏

特 集 企業における性別役割分担意識解消の取組み

ファイザー株式会社
DATA

日本法人設立 ： 1953年
本社所在地 ： 東京都渋谷区代々木3-22-7
事 業 内 容 ： 医療用医薬品の製造・販売・輸出入
従 業 員 数 ： 約2,800名（直雇用社員数）
（2026年1月現在）

多様な考え方や価値観が組織の強みになる
まずは女性が継続して働ける環境づくりを

求める人材像を明確にしたことで
昇格モデルが多様化
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―ダイバーシティ推進の考え方、また目指していることなどにつ
いてお聞かせください。

目まぐるしく変化するこの時代において、しなやかに対
応できる組織を作っていきたいという思いがあります。そのため
には、同じような人ばかりが集まった組織よりも、様 な々強みや特
性、考え方や価値観を持つ人々が集まる組織のほうが強みも増え
ますし、なおかつ状況に応じて柔軟な対応ができると考えていま
す。多様な強みを活かせる組織、それがダイバーシティ推進の考
え方であり、目指しているところです。

―現社長が就任された2001年当初の女性比率は5.8%と、圧倒
的な男性社会から組織改革をスタートされたと伺いました。性
別役割分担意識も根強かった中でマジョリティの男性、そし
て女性それぞれの意識改革をどのように進められたのでしょ
うか。

当時、女性社員は5人のみで、男性をサポートする業務
を担う役割でした。はじめから性別役割分担意識の解消を目指
して改革してきたわけではなく、「まずは目の前にいる女性社員
が出産後も継続して働けるために何とかしたい」という思いで、産
休・育休の制度など復職支援の整備から着手を始めました。た
だ、パートナーのサポートや、近くにサポートしてくれる家族がい
るかどうかは一人ひとり異なります。個別にヒアリングを重ね、一
つひとつ制度に反映していきました。
同時期に女性社員を対象とした「レディースプロジェクト（Lプ
ロジェクト）」を発足しました。勉強会や役員との意見交換会を定
期的に開催し、各部門に点在している数少ない女性に横のつな
がりを持つ機会を設けました。女性同士がつながることはとても
重要で、働く上での自信につながると考えています。

―藤原さんが副社長に就任されて数年後の2017年には、人事評
価制度の大幅な見直しをされたそうですね。

2015年に社内ヒアリングを行ったところ、一番大きかっ
た声が評価制度に対する不満でした。その当時は、管理職にな
りたくないという人が多くいたので、手を打つ必要がありました。
また、“多く残業をしている人や出張の多い人”イコール“仕事が
できる人”というイメージが根強くありました。しかし、このイメー
ジのままでは、女性はいつまでたっても昇格できません。今の時
代に合った求める人材像を明確にし、どの部署でも自律的な働
きをすれば昇格できるよう見直しました。
どういうレベルの人が昇進できるのか、評価者と被評価者で
共通のイメージが持てるよう、シンプルな資格定義に大きく変更
しました。出張は手当で還元し、昇格は出張の有無などにかかわ
らず、自律的に提案して業務上発揮できる能力があればできる
制度となりました。

「Lプロジェクト」勉強会の様子

―ジェンダーエクイティに関して様 な々取組みを進められています
が、課題だと感じられていることはありますか。

女性管理職比率については24.5%をようやく超えたと
ころで、今後どう増やしていくかが課題だと思っています。特に
顧客対応の部門では女性の管理職が圧倒的に少ないです。全国
の拠点を経験するという従来の営業のキャリアスタイルが果た
して本当に適切なのか、というところから考え直す必要があると
考えています。女性は遠慮しがちといったようなインポスター症
候群、男性の善意による女性への過分な配慮など、バイアスはま
だ存在すると思っています。
働きやすく、なおかつ上を目指そうというキャリアパスを考えて
くれるような女性をどう増やしていくか、外勤社員特有の課題に
ついて検討するため、ワーキンググループとは別に営業部門では
女性活躍推進チームが発足しました。まずは各拠点の女性社員
同士のネットワーク構築から始めたところで、まだ着手したばか
りですが、今後はCRGの女性活躍推進ワーキンググループと連
携を図りながら進めていきたいと考えています。
顧客対応チームとの連携だけでなく、CRGのワーキングループ
それぞれが分断された活動に陥らないよう、全体を見てグループ
間の活動の橋渡しをしていくことも自分の役割なので、似たよう
なアイデアが出ていれば、ワーキンググループ間でコラボレー
ションするなど、連携しながら活動しています

―男女の賃金格差解消についてはいかがでしょうか。

当社では、いわゆる見えない賃金格差というのはあまり
ないと考えています。ただし、ある一定の数値の差は見られるの
で、グローバル全社のシステムに則って改善を進めています。

― DEIを推進していく上で、特に重視すべき進め方等がありまし
たら、お聞かせいただけますでしょうか。

企業ごとに解決したい課題は異なると思います。当社
がこれだけ活動を進めることができる恵まれた環境にあるの
は、やはりトップや役員の意識が大きいと思っています。多様な
アイデアや企画が持ち上がったときに、それを実現するために
はやはりトップの意識が鍵になってきます。いかに経営層を巻き
込み、DEI推進がどれだけビジネスにとって魅力になるかという
価値を理解してもらうことが重要で、そこがスタート地点ではな
いかと考えています。
少子化が進む中で女性の労働力は重要になっていますが、
その労働力となる女性が働きづらい環境になっていないかどう
か、一度立ち止まって根本から考え直すことも大切だと思いま
す。いまなお「女性だけが優遇されている」とか「女性は下駄を
履がされている」といった声も聞かれることがありますが、そ
ういった声には、そもそものスタート地点や育成機会が、男性
とどれだけ違っていたかをデータで見せていくことも効果的では
ないでしょうか。
また、社内には必ず DEI推進に熱意を持っている社員がどの
企業にもいると思います。そういう人材と一緒にボトムアップで
活動していくことも必要だと感じています。
ショート動画の企画の際にも感じたことですが、やはり DEI
推進は一企業だけで取り組む問題ではなく、日本全体で取り組
まなければならない重要な社会課題だと感じています。当社と
しても製薬業界に限らず、もう少し視野を広げて企業間コラボ
レーションなども手掛けていけたらと考えています。

【企業事例】 ファイザー株式会社 東京都

営業特有の課題を検討するため
女性活躍推進チームが発足

女性が働きづらい状況を根本から考え直すことも大事
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ショート動画「このモヤに名前がつくまで。」


